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有効回答数：904件
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有効回答数：891件
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第４章　施策の展開

 基本目標３　みんなで支える　保健福祉サービスの推進　　

～知って見て　使って参加　みんなのサービス～

（１）保健福祉サービスの相談窓口の充実

現状と課題

保健福祉サービスを利用する際は、行政の担当部署や社会福祉協議会、また、地域の民生委員・児童委員等の相談窓口がありますが、身近に相談できる人がいない、あるいは相談窓口があっても行くことのできない人など様々な状況があり、また、児童虐待やＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）、引きこもり等新たな課題として社会問題化している事例についても相談体制の整備が求められています。

そのため、市の広報紙「広報とよかわ」をはじめ、様々な媒体を活用した情報提供やサービスの相談窓口の周知を図るとともに地域においては民生委員・児童委員等と緊密な連携・協力を行うなど行政等と地域が一体となった相談体制の充実が求められます。



○子育てや高齢者介護について気軽に相談できる場所がない。

○子どもの問題について気軽に相談できる体制（窓口）ができていない。

○手続き等に時間がかかり手遅れになることがある。

○窓口が複数あり、どこに相談してよいかわからない。

○保健福祉サービスについての相談先がよくわからない。

重点課題

○子育てや介護などの総合的な相談支援体制の充実

○行政の相談窓口の充実

今後の取り組み

重点課題１　子育てや介護などの総合的な相談支援体制の充実

地域住民の取り組み

○地域で子育てボランティアをつくり、相談の場を提供します。

○子育てサークルの紹介に努めます。

○児童委員が虐待等の家庭を訪問します。

○虐待の通報義務を地域住民が理解するよう努めます。

社会福祉協議会や事業所等（サービス提供事業所、福祉施設など）の取り組み

○コミュニティソーシャルワーカー、地域包括支援センター、障害者相談支援事業所が連携し、行政と協力連携しながら、相談窓口を充実し、サービス情報の提供を含め、支援します。

○コミュニティソーシャルワーカーが民生委員・児童委員、福祉委員やボランティアを始めとする地域住民による活動を支援するとともに、個別の相談があった場合には、その内容に応じた適切な相談機関へ確実に繋ぎます。

○民生委員・児童委員や福祉委員を始めとする地域福祉活動者との連携を図りながら、相談を早期に発見するための見守りネットワークを構築します。

○地域で子育てボランティアをつくり、相談の場を提供します。

○子育てサークルの紹介に努めます。

行政の取り組み

○高齢者の介護・介護予防・権利擁護等、地域における総合的な相談窓口としての地域包括支援センター、子育てサークルの育成や子育て不安の解消等を図る地域子育て支援センター及び地域で生活する障害者に対し、障害者相談支援事業等の充実を図り、利用を促進します。

○介護相談、障害者相談、家庭児童相談、法律相談、人権よろず相談、ボランティア相談などの各種相談を広く紹介し円滑な利用を促進します。

○相談事業の利用者に対し、的確かつ迅速に対応し、充実した支援をするため、各種相談員、社会福祉協議会などの連携を強化します。

○研修を活用し、相談・指導機関の担当者、各種相談員の相談・指導能力の向上を図ります。

○民生委員・児童委員、障害者相談員、家庭児童相談員などの福祉相談員などを広く紹介し、その活用を促します。

重点課題２　行政の相談窓口の充実

地域住民の取り組み

○民生委員・児童委員で相談窓口を把握し、迅速に関係部署に繋ぎます。

行政の取り組み

○市役所や各種相談窓口を広く紹介し円滑な利用を促進するため、相談窓口のわかりやすい一覧表を作成します。

○相談窓口で受け付けた相談について、関係部署と連携をとりながら相談に対応します。

○課の業務内容をわかりやすく表示したり、困っている人がいたら適切な窓口へ誘導できる体制をつくります。

○地域における相談窓口となる民生委員・児童委員等との連携・協力を緊密に行います。

（２）情報提供の充実

現状と課題

地域に潜在している、さまざまな生活上の問題を解決し、支えていくために保健福祉サービスがあります。しかし、サービスに関する情報が利用者まで十分に行き届かず、また届いても正しく理解されないまま、満足のいくサービスを受けていないと感じる住民もいます。

市民アンケート調査では、自分にとって必要なサービスの情報をどの程度入手できているかについて、全体の約7割の人が、必要な情報を入手できていない状況にあります。また、必要な情報が入手できている人は、80歳以上で3割近くを占めるものの、20歳代から60歳代では1割未満と少なくなっています。

このため、サービスの情報、ボランティア・市民活動や地域の助け合い活動についての情報などを、より広い世代の、さまざまな環境にある地域住民が入手でき、ひとりでも多くの市民が情報を活用できるようにする必要があります。

■情報の入手程度



■情報の入手先



 

○映像などでのわかりやすく説明されているサービス案内が少ない。

○サービスの情報が不足しているため知識が一般の人に知られていない。

　　　

重点課題

○保健福祉サービスのわかりやすい情報の提供

今後の取り組み

重点課題１　保健福祉サービスのわかりやすい情報の提供

地域住民の取り組み

○民生委員・児童委員等と協力し、情報提供の場づくりに努めます。

○老人クラブや地区の集まりなど、機会あるごとにサービスについてＰＲします。

社会福祉協議会や事業所等（サービス提供事業所、福祉施設など）の取り組み

○介護、福祉、医療サービス提供事業所がさまざまなサービスをわかりやすく説明できるようにします。

○社協だよりやホームページ等を通じ、福祉サービスの情報を提供します。

○民生委員・児童委員、福祉委員やボランティアを通じ、福祉サービスの情報を提供します。

○住民との座談会やふれあいサロン等の地域福祉活動への参加を通じ福祉サービスの情報を提供します。

行政の取り組み

○市の広報紙やホームページ、安心のてびき等による情報提供をはじめ、子育て支援、介護保険、障害者福祉、生きがい・健康づくり等に関するサービスの情報を提供していきます。

○保健事業、各種団体の催し物や会合等、さまざまな機会を通じて福祉情報を提供していきます。

○広報やホームページにはサービスに関する常設のコーナーを設けるとともに、ホームページの更新に努め、利用者がわかりやすい情報内容を発信します。

○サービス等の情報が行き届くよう、支援を必要とする人に直接かかわる民生委員・児童委員、介護支援専門員（ケアマネジャー）、ボランティア、ＮＰＯ法人等の市民活動団体、事業者、医療機関等にも福祉情報を提供していきます。

（３）在宅支援サービスの充実

現状と課題

年齢や障害の有無に関わらず、誰もが地域で心豊かに充実した生活を送ることができるよう、地域での見守りや声かけなどの活動や在宅支援を必要としている人に対する理解と意識の向上が求められます。また、自立生活が困難な人たちが、住み慣れた地域で暮らし続けるためには、在宅支援サービスの一層の充実と適切なサービスを利用できるための仕組みや環境づくりが必要です。

また、サービスに対するニーズが多様化・複雑化する中で、地域の中にある社会資源を活用した既存の枠にとらわれないサービスの充実や、高齢者や障害者はもとより、介護者への支援にも取り組んでいく必要があります。


 

○介護している人の話を聞いてくれる場所がない。

○介護を経験している人同士の交流の場が少ない。

○少ない年金の中で高齢者（ひとり暮らし高齢者、高齢者のみの世帯）が介護サービスを充分利用できない。

○介護の必要な人が気軽に利用できる施設がない。

○配食サービスの対象が限定され、受けられない人がいる。

○サービスの周辺地域への活動が少ない。

○日々必要とする食事の買い物などのサービスがない。

重点課題


〇介護者への支援

〇在宅支援の充実

今後の取り組み

重点課題１　介護者への支援

地域住民の取り組み

○町内会で介護者サークルをつくり、必要な人に参加を募ります。同時に支援ボランティアの育成にも努めます。

○民生委員・児童委員やボランティアなどによる家庭訪問等を行い介護の軽減に協力します。

社会福祉協議会や事業所等（サービス提供事業所、福祉施設など）の取り組み

○介護事業や障害者への在宅支援サービス事業を行い支援します。

○連区、町内会及び地域福祉活動推進委員会を単位に、介護者教室を開催し、介護に関する知識の習得を図るとともに、介護者同士の交流を支援します。

○今あるサービスでは対応できない内容については新たなサービスの立ち上げに努めます。

行政の取り組み

○介護保険制度や障害者自立支援制度を十分に活用するため、制度の内容や仕組み、手続きの方法について引き続き周知を図ります。

○介護を担っている家庭への支援として、家族介護支援介護用品支給事業や家族介護慰労事業などの家族介護支援事業を充実します。

○地域包括支援センターで介護者の交流会などの、介護者支援の場を設けます。

重点課題２　在宅支援の充実

地域住民の取り組み

○買物など日常生活を手助けするボランティアの育成に努めます。

○軽微な家事を行うボランティアに参加します。

社会福祉協議会や事業所等（サービス提供事業所、福祉施設など）の取り組み

○公的サービスの要件を満たさない高齢者、障害者などを支援するため、ヘルパー派遣事業、ふれあい電話訪問事業、心配ごと相談事業等を行います。

○地域包括支援センター、障害者相談支援事業所において、サービス情報の提供を含め、高齢者、障害者を支援します。

○今あるサービスでは対応できない内容については新たなサービスの開発、事業の立ち上げに努めます。

行政の取り組み

○サービス利用者のニーズを把握したうえで、在宅支援サービス対象者の拡充を図り、制度で対応できない支援について検討します。

○日常生活を手助けするボランティアの育成や、ボランティア・市民活動などを有効活用できる仕組みづくりに努めます。

○地域住民によるボランティアや、地域住民が立ち上げたＮＰＯ法人による、個々の多様なニーズに応えるきめ細やかなサービスの提供が求められるため、地域ボランティアやＮＰＯ法人立ち上げへの支援、活動への支援を行っていきます。
（４）権利擁護の充実

現状と課題

福祉に関するサービスが救済的な「措置制度」から利用者自らが選択し利用する「契約制度」（介護保険制度や障害者自立支援制度など）へと大きく変わっています。

判断能力が不十分な高齢者や障害者など、市民一人ひとりの人権が保障され、必要な支援が受けられる環境づくりが求められています。このため、判断能力が不十分な人々が安心して地域で生活を営めるよう、成年後見制度や日常生活自立支援事業（旧地域福祉権利擁護事業）の周知・利用促進を図る必要があります。

重点課題


〇福祉サービス利用者等の権利擁護の推進

今後の取り組み

重点課題１　福祉サービス利用者等の権利擁護の推進

地域住民の取り組み

○支援を必要としている人などの情報について、関係機関に連絡します。

社会福祉協議会や事業所等（サービス提供事業所、福祉施設など）の取り組み

○地域包括支援センター、障害者相談支援事業所と連携し、高齢者、障害者など、判断能力が不十分な方に日常生活自立支援事業などを行い、支援します。

○福祉サービスを提供する事業者は、利用者の利益と、基本的人権を尊重します。

行政の取り組み

○広報等により成年後見制度を周知し、必要に応じて制度の適用を支援します。

○日常生活自立支援事業についての理解が得られるよう啓発し、利用を促進します。

○権利擁護に関する制度の普及、浸透を図るため、情報提供や啓発し、地域包括支援センターなどや民生委員・児童委員と連携し、対象者の把握や利用促進に取り組みます。

（５）サービスの質の確保

現状と課題

利用者の自由な選択によりサービス提供者間の競争が進み、福祉サービスに関する苦情や相談、要望等から、サービスの質の向上が図られ、利用者の満足度が高まることが期待されます。

保健、医療、福祉の各関係機関が連携し、利用者のニーズに合わせて一体的にサービスを提供するとともに、サービス利用の相談窓口や苦情解決の仕組みを整備することが必要です。

重点課題


〇福祉サービスの質の確保

今後の取り組み

重点課題１　福祉サービスの質の確保

地域住民の取り組み

○サービス利用における疑問点は、事業者から十分に聞き取り、納得した上でサービスの提供を受けます。

○サービス利用における苦情は、事業者に申し出て、解決がつかないときは市などの相談窓口に申し出ます。

社会福祉協議会や事業所等（サービス提供事業所、福祉施設など）の取り組み

○サービス提供事業者は、第三者委員の設置や自己評価の実施に努めるとともに、サービスに対する苦情と解決についての情報の公開に努めます。

行政の取り組み

○事業者の意識改革と透明性の高い経営を図るよう、事業者の事業内容の公開を促進するとともに各種指導により提供されるサービスの質の向上に努めます。

○サービス提供事業者が、自ら苦情を適切に解決することができる仕組みづくりや第三者委員の活用を促します。

○事業者段階で解決できないような苦情などについては、県社会福祉協議会と連携し運営適正化委員会の活用を図ります。

○民間の福祉サービス提供事業者の事業の健全な発達及び円滑な事業展開を推進するため、事業者の連絡会などを活用し、情報提供や指導によりサービスの質の向上に努めます。





















































































資料：市民アンケート調査（平成18年）





























































































































資料：市民アンケート調査（平成18年）
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